
北海道告示第11347号

北海道が令和２年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

令和２年11月16日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その20）

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

１ 外国人患者受入体制整 道が選出する外 新型コロナウイルス感染症疑いのあ 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

備事業費補助金 国人患者を受け入 る患者がそれ以外の疾患の患者と接触 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

外国人患者を受け入れ れる拠点的な医療 しないように設けられた動線に確実に (寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

る拠点的な医療機関にお 機関であって、か 誘導するとともに、院内感染防止上必 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

いて、新型コロナウイル つ、新型コロナウ 要な情報を提供するため、多言語の看 ときは、補助金 保福第１の32号様式 地域医療推

ス感染症の疑いのある外 イルス感染症患者 板や電光掲示板等を医療機関内の次に 等の額の算定に （申請者が地方公共 進局医務薬

国人が医療機関を適切に の受入れを行う医 掲げるような場所に整備するための備 当たり、当該寄 団体である場合を除 務課

受診できる環境を確保す 療機関の開設者の 品購入費とする。 附金その他の収 く。）

ることを目的とし、予算 うち、厚生労働大 （１）医療機関の入口等、患者が医 入金の控除等を 別に指示する様式

の範囲内で補助する。 臣が適当と認めた 療機関を訪れる際にはじめて立 行う。)

もの ち寄る場所

（２）新型コロナウイルス感染症の

疑いのある患者が待機する場所

２ 有床診療所等スプリン 市町村等（地方 有床診療所等のうち、消防法施行 スプリンクラー 保福第１の２号様式 保福第1の30号様式 提出部数 正副２部 書類は、

クラー等施設整備事業費 独立行政法人及び 令（昭和36年政令第37号）及び道内 整備については 保福第１の16号様式 保福第1の31号様式 提出期限 別に指示す 総合振興局

補助金 地方公共団体の組 各市町村の火災予防条例により、ス ２分の１以内、 保福第１の18号様式 保福第467号様式 る日 又は振興局

病院、有床診療所及び 合を含む。）医療 プリンクラー等の設置が義務づけら 自動火災報知設 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部 の保健環境

入院施設を有する助産所 法人、社会福祉法 れていない病床又は入所施設（平成 備整備について 保福第467号様式 地域医療推 部保健行政

（以下「有床診療所等」 人、その他知事が 26年10月に公布された消防法施行令 は定額 別に指示する様式 進局医務薬 室長又は地

という。）において、防 適当と認める者 の一部を改正する政令（平成26年政 務課 域保健室長

火設備を整備することに 令第333号）等により新たにスプリ （寄附金その他 を経由する



より、医療機関の防火体 ンクラー等の整備を実施する義務の の収入金がある こと（札幌

制の充実及び強化を図る 生じた病床、施設を含む。）を有し ときは、補助金 市､小樽市、

ため、予算の範囲内で補 ている棟に係る次に掲げる防火設備 等の額の算定に 函館市及び

助する。 の整備等に要する工事費又は工事請 当たり、当該寄 旭川市の場

負費 附金その他の収 合を除く。）。

入金の控除等を

１ スプリンクラー（パッケージ型 行う。）

自動消火設備及び消防法施行令第

32条の規定によりスプリンクラー

設備の代替設備として認められた

設備を含む。）整備

２ 自動火災報知設備整備

（新設する場合）

３ 第53回日本薬剤師会学 一般社団法人北 第53回日本薬剤師会学術大会開催 定額 保福第１の３号様式 保福第１の３号様式 提出部数 １部

術大会補助金 海道薬剤師会 に要する報償費、旅費、需用費（消 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

薬学を基礎とする薬 耗品費及び印刷製本費に限る。）、 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

局、病院等における薬剤 役務費、使用料及び賃借料 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

師の業務に加え、地域医 ときは、補助金 保福第１の32号様式 地域医療推

療、在宅医療、公衆衛生 等の額の算定に 別に指示する様式 進局医務薬

など広範な分野にわた 当たり、当該寄 務課

り、日ごろの研究研鑽の 附金その他の収

成果を発表、検討するこ 入金の控除等を

とにより、地域医療、保 行う。)

健衛生の向上等を図るこ

とを目的とし、予算の範

囲内で補助する。

４ 新型コロナウイルス感 地域保健法（昭 新型コロナウイルス感染症軽症者 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

染症軽症者等宿泊療養施 和２２年法律第10 等宿泊療養施設運営事業の実施に必 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

設運営事業 1号）第５条の政 要な賃金、報酬、謝金、会議費、旅 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

軽症者等について、自 令で定める市 費、需費費（消耗品費、印刷製本費、 保福第１の20号様式 保福第475号様式 提 出 先 保健福祉部

宅療養及び宿泊療養を行 材料費、光熱水費、燃料費、修繕料）、 保福第475号様式 別に指示する様式 健康安全局

う場合、健康管理、宿泊 役務費（通信運搬費、手数料、保険 別に指示する様式 地域保健課

療養が可能な施設等の確 料）、委託料、使用料及び賃借料、

保、宿泊施設における運 備品購入費、補助及び交付金、往診



営等を行うことにより、 等に要する経費

公衆衛生の向上を図るこ

とを目的として、予算の

範囲内で補助する。


